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 個別財務諸表の概要

 

 

平成18年８月16日

 

上場会社名 株式会社アルバック 上場取引所 東証一部

コード番号 6728 本社所在都道府県 神奈川県

(URL　http://www.ulvac.co.jp/)

代　　表　　者　役職名  代表取締役社長 氏名　中村　久三

問合せ先責任者　役職名  常務取締役 氏名　常見　佳弘 ＴＥＬ （0467）89－2033

決算取締役会開催日 平成18年８月16日 配当支払開始予定日 平成18年９月29日

定時株主総会開催日 平成18年９月28日 単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）

１．平成18年６月期の業績（平成17年７月１日～平成18年６月30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月期 147,417 5.5 4,026 △42.5 7,317 △4.8

17年６月期 139,740 25.9 6,998 131.6 7,682 78.3

 当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

自己資本

当期純利益率

総資産

経常利益率

売上高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年６月期 4,957 1.1 115 54 － － 8.7 4.5 5.0

17年６月期 4,902 78.1 116 96 － － 10.1 5.6 5.5

（注）①期中平均株式数 18年６月期  42,904,470株 17年６月期  41,039,224株 

 ②会計処理の方法の変更 無

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2)財政状態 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月期 178,951 59,441 33.2 1,385 42

17年６月期 147,700 55,016 37.2 1,279 90

（注）①期末発行済株式数 18年６月期 42,904,310株 17年６月期 42,904,534株

 ②期末自己株式数 18年６月期 1,628株 17年６月期 1,404株

２．平成19年６月期の業績予想（平成18年７月１日～平成19年６月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

中間期 8,300  5,200  2,840  

通　期 165,000  9,000  5,570  

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 　129円　82銭

３．配当状況 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

純資産

配当率 中間 期末

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年６月期 30 00 － － 30 00 1,287 25.6 2.3

18年６月期 37 00 － － 37 00 1,587 32.0 2.8

19年６月期（予想） 47 00 － － 47 00

（注）

 

17年６月期期末配当金の内訳は、普通配当30円であります。

18年６月期期末配当金の内訳は、普通配当37円であります。

 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含　　

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の12、13ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年６月30日現在）
当事業年度

（平成18年６月30日現在）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   8,691   1,786  

２．受取手形 ※５  5,997   8,023  

３．売掛金 ※５  45,083   53,725  

４．商品   148   86  

５．製品   625   622  

６．原材料   2,043   2,452  

７．仕掛品   20,217   30,714  

８．前払費用   191   234  

９．繰延税金資産   2,605   1,928  

10．従業員短期貸付金   18   13  

11. 関係会社短期貸付金   －   5,598  

12．未収入金   738   904  

13. 未収消費税等   3,006   2,255  

14．その他   251   312  

15．貸倒引当金   △17   △28  

流動資産合計   89,596 60.7  108,624 60.7

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産
※１
  ７

      

１．建物 　 21,095   22,565   

減価償却累計額  8,964 12,131  9,823 12,742  

２．構築物  1,132   1,144   

減価償却累計額  847 285  864 280  

３．機械装置  27,377   28,398   

減価償却累計額  12,738 14,639  14,076 14,322  

４．車両運搬具  64   67   

減価償却累計額  55 9  53 14  

５．工具器具及び備品  4,070   4,460   

減価償却累計額  3,095 975  3,210 1,250  

６．土地   4,693   6,906  
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前事業年度

（平成17年６月30日現在）
当事業年度

（平成18年６月30日現在）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

７．建設仮勘定   2,207   2,891  

有形固定資産合計   34,939 23.7  38,404 21.4

(2）無形固定資産        

１．特許権   1,011   904  

２. ソフトウェア   1,457   1,314  

３. 電話加入権   18   18  

４．その他   214   398  

無形固定資産合計   2,699 1.7  2,634 1.5

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※１  2,411   3,533  

２．関係会社株式   12,256   16,935  

３．関係会社出資金   3,179   5,455  

４．従業員長期貸付金   86   65  

５．関係会社長期
　　貸付金

  －   305  

６．破産債権、再生債権、
更生債権その他これ
らに準ずる債権

  4   2  

７．長期前払費用   104   458  

８．繰延税金資産   1,593   1,665  

９．差入保証金   758   740  

10．保険積立金   75   87  

11．その他   0   44  

12．貸倒引当金   △0   △0  

投資その他の資産合計   20,466 13.9  29,289 16.4

固定資産合計   58,105 39.3  70,327 39.3

資産合計   147,700 100.0  178,951 100.0
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前事業年度

（平成17年６月30日現在）
当事業年度

（平成18年６月30日現在）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※５  3,166   5,118  

２．買掛金 ※５  40,774   52,132  

３．短期借入金   7,320   7,400  

４．一年以内返済予定長期
借入金

※１  8,889   7,987  

５．一年以内償還予定社債 ※１  2,500   －  

６．コマーシャル・ペーパー   －   10,000  

７．未払金 ※５  4,386   4,383  

８．未払費用   439   493  

９．未払法人税等   3,183   1,474  

10．前受金   2,867   1,800  

11．預り金   355   1,563  

12．賞与引当金   452   525  

13. 役員賞与引当金   －   108  

14．製品保証引当金   1,874   2,284  

15．設備関係支払手形   590   68  

16．その他   100   181  

流動負債合計   76,894 52.1  95,515 53.4

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  11,218   18,834  

２．退職給付引当金   3,861   4,412  

３．役員退職慰労引当金   403   447  

４．預り保証金   295   296  

５．その他   13   7  

固定負債合計   15,790 10.7  23,996 13.4

負債合計   92,685 62.8  119,511 66.8
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前事業年度

（平成17年６月30日現在）
当事業年度

（平成18年６月30日現在）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資本の部）        

Ⅰ　資本金  ※２  13,468 9.1  － －

Ⅱ　資本剰余金        

(1）資本準備金  14,695   －   

資本剰余金合計   14,695 9.9  － －

Ⅲ　利益剰余金        

(1）利益準備金  529   －   

(2）任意積立金        

１．固定資産圧縮積立金  338   －   

２．別途積立金  18,506   －   

(3) 当期未処分利益  6,912   －   

利益剰余金合計   26,285 17.8  － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  571 0.4  － －

        

Ⅴ　自己株式  ※３  △3 △0.0  － －

資本合計   55,016 37.2  － －

負債資本合計   147,700 100.0  － －

        
 （純資産の部）        
        
Ⅰ 株主資本       
       
 (1) 資本金   － －  13,468 7.5
        
 (2) 資本剰余金        
        
　　1. 資本準備金  －   14,695   
        
 　　　　　資本剰余金合計   － －  14,695 8.2
        
 (3) 利益剰余金        
        
 　 1. 利益準備金  －   529   
        
 　 2. その他利益剰余金        
        
 　　　固定資産圧縮積立金  －   305   
        
 　　　別途積立金  －   21,206   
        
 　　　繰越利益剰余金  －   7,814   
        
 　　　　　利益剰余金合計   － －  29,853 16.7
        
 (4) 自己株式   － －  △4 △0.0
 　　　　　        
 　　　　　株主資本合計   － －  58,012 32.4
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前事業年度

（平成17年６月30日現在）
当事業年度

（平成18年６月30日現在）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ 評価・換算差額等        
        
 (1) その他有価証券評価
     差額金

 －   1,429   

        
 　　評価・換算差額等合計   － －  1,429 0.8
        
 　　　純資産合計   － －  59,441 33.2
        
 　　　負債及び純資産合計   － －  178,951 100.0
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(2) 損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高
※７
　　
　　

      

１．製品売上高  138,641   146,269   

２．商品売上高  1,099 139,740 100.0 1,148 147,417 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．製品売上原価        

(1）期首製品たな卸高  606   625   

(2）当期製品製造原価
※４
  ７

121,296   128,130   

小計  121,902   128,755   

(3）期末製品たな卸高  625   622   

(4）他勘定からの振替高 ※１ 639   1,543   

(5）他勘定への振替高 ※２ 3,369   1,424   

(6）製品保証引当金戻入
額

 1,984   1,874   

(7）製品保証引当金繰入
額

 1,874   2,284   

合計  118,438   128,662   

２．商品売上原価        

(1）期首商品たな卸高  83   148   

(2）当期商品仕入高  928   820   

　　　小計  1,011   967   

(3）期末商品たな卸高  148   86   

合計  864 119,302 85.4 881 129,542 87.9

売上総利益   20,438 14.6  17,874 12.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．販売費
※３
  ７

5,725   5,042   

２．一般管理費
※３
  ４
  ７

7,716 13,441 9.6 8,806 13,848 9.4

営業利益   6,998 5.0  4,026 2.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  3   32   

２．受取配当金 ※７ 1,583   2,082   
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前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

３．受取賃貸料 ※７ 336   408   

４．受取手数料 ※７ 1,053   1,087   

５．ロイヤルティー収入 ※７ 605   520   

６．その他  273 3,853 2.8 152 4,281 2.9

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  431   402   

２．賃貸資産経費 ※５ 135   170   

３．たな卸資産除却損  61   －   

４．たな卸資産評価損  2,301   319   

５．その他  241 3,168 2.3 99 989 0.6

経常利益   7,682 5.5  7,317 5.0

Ⅵ　特別利益        

  １．投資有価証券売却益  －   517   

２．補助金受入益  50   －   

３．貸倒引当金戻入額  3 53 0.0 － 517 0.3

Ⅶ　特別損失        

  １．関係会社株式評価損  －   274   

  ２．投資有価証券評価損  －   225   

３．固定資産除却損 ※６ 272   202   

４．固定資産圧縮損  50 322 0.2 － 702 0.5

税引前当期純利益   7,413 5.3  7,132 4.8

法人税、住民税及び事
業税

 3,974   1,519   

法人税等調整額  △1,463 2,511 1.8 656 2,175 1.4

当期純利益   4,902 3.5  4,957 3.4

前期繰越利益   2,010   －  

当期未処分利益   6,912   －  

        

－ 56 －



製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  97,100 78.9 107,119 77.3

Ⅱ　労務費 ※３ 8,476 6.9 9,859 7.1

Ⅲ　経費 ※４ 17,520 14.2 21,649 15.6

当期総製造費用  123,097 100.0 138,627 100.0

期首仕掛品たな卸高  18,417  20,217  

合計  141,513  158,844  

期末仕掛品たな卸高  20,217  30,714  

当期製品製造原価  121,296  128,130  

脚注

前事業年度
（自　平成16年７月１日　至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

　１．原価計算の方法 　１．原価計算の方法

(1）原価計算は直接原価計算法による個別原価計算並び

に組別総合原価計算を採用しており、製造指図書の

番号区分に従って原価集計を行っております。

左に同じ

(2）計画生産によっている規格製品については、予定原

価を採用、それによる期中発生の原価差額は直接原

価に算入しております。

 

(3）直接原価計算によるため期中の製造固定費は期末に

調整計算して、全部原価に修正しております。

 

　２．原材料、仕掛品の評価基準及び評価方法は重要な会

計方針参照。

　２．　　　　　　　 左に同じ

※３．労務費のうち、賞与引当金繰入額は266百万円、退

職給付費用は725百万円であります。

※３．労務費のうち、賞与引当金繰入額は313百万円、退

職給付費用は808百万円であります。

※４．経費の主要な費目及び金額はつぎのとおりでありま

す。

※４．経費の主要な費目及び金額はつぎのとおりでありま

す。

外注加工費     7,886百万円

旅費交通費 1,642

減価償却費 3,096

運賃 1,503

外注加工費      9,424百万円

旅費交通費 1,882

減価償却費 4,012

運賃 1,847
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(3) 利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

 　利益処分計算書

  
前事業年度

株主総会承認日
（平成17年９月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益   6,912

Ⅱ　任意積立金取崩高    

１．固定資産圧縮積立金取
崩額

  17

合計   6,929

Ⅲ　利益処分額    

１．配当金  1,287  

  
（普通配当１株
につき30円00
銭）

 

２．役員賞与金
（うち監査役賞与金）

 
 

102
(12)

 

３．任意積立金    

(1）別途積立金  2,700 4,089

Ⅳ　次期繰越利益   2,840
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 　株主資本等変動計算書

 　当事業年度（自平成17年７月１日　至平成18年６月30日）

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計固定資産

圧縮
積立金

 別途
 積立金

繰越利益
剰余金

平成17年６月
30日　残高

13,468 14,695 14,695 529 338 18,506 6,912 26,285 △3 54,445

事業年度中の
変動額
剰余金の配当       △1,287 △1,287  △1,287
利益処分によ
る役員賞与

      △102 △102  △102

固定資産圧縮
積立金の取崩

    注1)△33  33    

別途積立金の
積立

     2,700 △2,700    

当期純利益       4,957 4,957  4,957
自己株式の取
得

        △1 △1

株主資本以外
の項目の事業
年度中の変動
額(純額)

          

事業年度中の
変動額合計

    △33 2,700 901 3,568 △1 3,567

平成18年６月
30日　残高

13,468 14,695 14,695 529 305 21,206 7,814 29,853 △4 58,012

注１）固定資産圧縮積立金の取崩△33百万円は、第101期の利益処分による取崩△17百万円と平成18年６月に取崩した△

17百万円の合計額であります。

　 評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成17年６月30
日　残高

571 571 55,016

事業年度中の変
動額
剰余金の配当   △1,287
利益処分による
役員賞与

  △102

固定資産圧縮積
立金の取崩

   

別途積立金の積
立

   

当期純利益   4,957

自己株式の取得   △1
株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額)

858 858 858

事業年度中の変
動額合計

858 858 4,425

平成18年６月30
日　残高

1,429 1,429 59,441
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(4）重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　左に同じ

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

左に同じ

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

左に同じ

２．デリバティブの評価基

準及び評価方法

時価法 左に同じ

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1）製品・商品・仕掛品

　個別法による原価法

(1）製品・商品・仕掛品

　左に同じ

 (2）原材料

　総平均法による原価法

(2）原材料

　左に同じ

４．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法の他、研究開発部門・富士

裾野工場及び賃貸用有形固定資産

については、定額法によっており

ます。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法によって

おります。

なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法によっており

ます。

また、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

(1）有形固定資産

　左に同じ

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

また、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

(2）無形固定資産

　左に同じ

 (3）長期前払費用

　定額法によっております。

(3）長期前払費用

　左に同じ
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項目
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行差金

　商法の規定による社債償還期限で

均等償却をしております。

(1）社債発行差金

―――――――

 (2）新株発行費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

(2）新株発行費

―――――――

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1）貸倒引当金

左に同じ

 (2）賞与引当金

従業員に支給する賞与の当期負担分

として、支給対象期間に基づく当期

対応分の支給見込額を計上しており

ます。

(2）賞与引当金

左に同じ

 (3）役員賞与引当金

――――――――

(3）役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。

 (4）製品保証引当金

販売された製品の保証に伴う費用の

支出に備えるため設定したもので、

過去の発生実績率に基づいて計上し

ております。

(4）製品保証引当金

左に同じ

 (5）退職給付引当金

従業員の退職金の支払に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

なお、会計基準変更時差異（2,061

百万円）については、10年による按

分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法によ

り、翌期から費用処理することとし

ております。

(5）退職給付引当金

左に同じ

 (6）役員退職慰労引当金

役員の退職時に支給される退職慰労

金の支払に備えるため設定したもの

で、計上額は内規による期末要支給

額の100％であります。

(6）役員退職慰労引当金

左に同じ
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項目
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

７．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

左に同じ

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

左に同じ

９．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

(1）消費税等の会計処理

    税抜方式を採用しております。

(1）消費税等の会計処理

　　左に同じ
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(5）会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了

する事業年度に係る財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。

――――――――

―――――――― （役員賞与に関する会計基準）

　役員賞与は、従来、株主総会の利益処分案決議によ

り未処分利益の減少として会計処理しておりましたが、

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成17年11月29日 企業会計基準第４

号)に基づき、発生した期間の費用として処理すること

としております。

　この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常

利益、及び税引前当期純利益はそれぞれ108百万円減少

しております。

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。

　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、

59,441百万円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

―――――――― （株主資本等変動計算書に関する会計基準等）

　当事業年度より、「株主資本等変動計算書に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第６号)及び「株主資本等変動計算書に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準適用指針第９号)を適用して

おります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度から損益

計算書の末尾は当期純利益とされております。

　また、当事業年度から「株主資本等変動計算書」を

作成しております。

　なお、前事業年度まで作成しておりました「利益処

分計算書」は、本改正により廃止され、当事業年度か

らは作成しておりません。
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(6)表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

（貸借対照表）

　前期まで「未収入金」に含めて表示しておりました「未

収消費税等」は、当事業年度において、資産の総額の100分

の1を超えたため区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度末の「未収消費税等」は488百万円であ

ります。

（貸借対照表）

　前期まで「その他」に含めて表示しておりました「関係

会社短期貸付金」は、当事業年度において、資産の総額の

100分の1を超えたため区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度末の「関係会社短期貸付金」は97百万

円であります。 

(7)追加情報

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

 （外形標準課税） 

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が152百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、同額減少してお

ります。

――――――――
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(8）注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年６月30日現在）

当事業年度
（平成18年６月30日現在）

※１．有形固定資産のうち、茅ヶ崎工場、超材料研究所を

もって工場財団を組成し、土地3,028百万円、建物

1,613百万円、投資有価証券54百万円とともに、一

年以内償還予定社債2,500百万円、長期借入金4,532

百万円、一年以内返済予定長期借入金2,934百万円

の担保に提供しております。

※１．有形固定資産のうち、茅ヶ崎工場、超材料研究所を

もって工場財団を組成し、長期借入金4,263百万円、

一年以内長期借入金1,923百万円の担保に提供して

おります。

 

・茅ヶ崎工場・超材料研究所工場財団 ・茅ヶ崎工場・超材料研究所工場財団

土地 433百万円

建物 6,828

機械装置等 749

計 8,010

土地 433百万円

建物 6,335

機械装置等 306

計 7,073

※２．授権株数　　　　　普通株式    　80,000,000株

発行済株式総数　　普通株式　　　42,905,938株

※２．　　　　　　――――――――

 

 

※３．自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,404株

であります。

※３．　　　　　　――――――――
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前事業年度
（平成17年６月30日現在）

当事業年度
（平成18年６月30日現在）

４．偶発債務

(1）下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。

４．偶発債務

(1）下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。

ULVAC Technologies, Inc.  848百万円

(US$ 7,600千)

ULVAC G.m.b.H.  29

 (EUR 213千)

計 877

ULVAC Technologies, Inc. 587百万円

(US$ 5,050千)

ULVAC G.m.b.H. 2

 (EUR 13千)

計 589

外貨建のものは期末日レートにより換算しており

ます。

外貨建のものは期末日レートにより換算しており

ます。

(2）このほかに下記関係会社の金融機関からの借入等

に対し、保証予約を行っております。

(2）このほかに下記関係会社の金融機関からの借入等

に対し、保証予約を行っております。

アルバック九州㈱ 1,303百万円

アルバック理工㈱  900

アルバック東北㈱ 4,453

アルバック精機㈱  257

アルバック機工㈱  88

アルバック・ファイ㈱  660

タイゴールド㈱  565

寧波愛発科真空技術有限公司 53

ULVAC TAIWAN,Inc.  14

(NT$ 4,000千)

Pure Surface Technology,Ltd.  168

Ulvac Korea Precision,Ltd.  533

Physical Electronics USA,Inc. 196

(US$ 1,760千)

愛発科真空技術(蘇州)有限公司  82

㈱イニシアム 55

計 9,327

アルバック九州㈱ 1,034百万円

アルバック東北㈱ 2,669

アルバック精機㈱ 116

アルバック機工㈱ 56

アルバック・ファイ㈱ 420

タイゴールド㈱ 362

寧波愛発科真空技術有限公司  38

ULVAC TAIWAN,Inc. 21

(NT$ 6,000千)

Pure Surface Technology,Ltd. 130

Ulvac Korea Precision,Ltd.  484

Physical Electronics USA,Inc.  105

(US$ 900千)

愛発科真空技術(蘇州)有限公司 161

(JP\ 155,881千)

(RMB 356千)

㈱イニシアム 15

計 5,611

外貨建のものは期末日レートにより換算しており

ます。

外貨建のものは期末日レートにより換算しており

ます。
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前事業年度
（平成17年６月30日現在）

当事業年度
（平成18年６月30日現在）

※５．関係会社項目

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

※５．関係会社項目

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 3,574百万円

売掛金 8,244

支払手形 7

買掛金 18,410

未払金 1,528

受取手形 3,734百万円

売掛金 9,573

支払手形 30

買掛金 17,050

未払金 1,895

　６．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は571百万円であ

ります。

　６．配当制限

――――――――

※７．当期において、補助金の受入れにより、土地につい

て50百万円の圧縮記帳を行っております。

※７．　　　　　　――――――――　 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年７月１日

至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

※１．他勘定からの振替高の内訳は次のとおりであります。

製品売上原価

※１．他勘定からの振替高の内訳は次のとおりであります。

製品売上原価

固定資産振替   639百万円

計 639

固定資産振替 1,543百万円

計 1,543

※２．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

製品売上原価

※２．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

製品売上原価

たな卸資産除却損  61百万円

たな卸資産評価損  2,301

その他 1,007

計 3,369

たな卸資産評価損 319百万円

その他 1,106

計 1,424

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

給料手当 1,053百万円

賞与引当金繰入額  104

退職給付費用  193

旅費交通費  545

減価償却費  23

支払手数料  65

販売手数料 2,273

給料手当   983百万円

賞与引当金繰入額  114

退職給付費用  177

旅費交通費  556

減価償却費  34

支払手数料  28

販売手数料 1,774
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前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

(2）一般管理費 (2）一般管理費

給料手当 604百万円

賞与引当金繰入額  39

退職給付費用  111

役員退職慰労引当金繰入額  64

支払手数料 1,559

研究開発費  3,564

減価償却費  368

旅費交通費  84

給料手当 674百万円

賞与引当金繰入額  46

役員賞与引当金繰入額  108

退職給付費用  113

役員退職慰労引当金繰入額    77

支払手数料 1,584

研究開発費  3,776

減価償却費  414

旅費交通費  134

※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、5,540百万円であります。

※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、6,122百万円であります。

※５．賃貸資産経費のうち、減価償却費は65百万円、固定

資産税は40百万円であります。

※５．賃貸資産経費のうち、減価償却費は104百万円、固

定資産税は52百万円であります。

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置 269百万円

工具器具及び備品 3 

計 272

機械装置 192百万円

建物 6 

工具器具及び備品 4 

計 202

※７．関係会社との主な取引 ※７．関係会社との主な取引

売上高  28,349百万円

原材料仕入高等  66,419

販売手数料 2,232

支払手数料 705

受取配当金 1,548

受取賃貸料 284

受取手数料 959

ロイヤルティー収入 580

売上高  34,297百万円

原材料仕入高等 55,198

販売手数料   1,727

支払手数料 940

受取配当金  2,058

受取賃貸料 336

受取手数料 1,021

ロイヤルティー収入 504

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

　　自己株式に関する事項

 株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,404 224 - 1,628

 （変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　224株
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(9）リース取引

　EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。
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(10）税効果会計 

前事業年度
（平成17年６月30日現在）

当事業年度
（平成18年６月30日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

(1）繰延税金資産（流動）   

未払事業税否認額 196百万円

賞与引当金損金不算入 182 

製品保証引当金損金不算入 755 

その他 1,471 

繰延税金資産（流動）合計 2,605 

(2）繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金

損金算入限度超過額
1,473 

役員退職慰労引当金損金不算入 163 

投資有価証券評価損否認 489 

関係会社株式評価損否認 838 

その他 71 

繰延税金資産（固定）小計 3,034 

評価性引当額 △838 

繰延税金資産（固定）合計 2,196 

(3）繰延税金資産の合計 4,801 

(繰延税金負債)   

(1）繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △217 

その他有価証券評価差額金 △385 

繰延税金負債（固定）合計 △602 

(2）繰延税金負債の合計 △602 

繰延税金資産の純額 4,199 

(1）繰延税金資産（流動）   

未払事業税否認額 183百万円

賞与引当金損金不算入 255 

製品保証引当金損金不算入 920 

その他 570 

繰延税金資産（流動）合計 1,928 

(2）繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金

損金算入限度超過額
1,778 

役員退職慰労引当金損金不算入 180 

投資有価証券評価損否認 204 

関係会社株式評価損否認 1,325 

その他 44 

繰延税金資産（固定）小計 3,530 

評価性引当額 △1,325 

繰延税金資産（固定）合計 2,206 

(3）繰延税金資産の合計 4,134 

(繰延税金負債)   

(1）繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △206 

その他有価証券評価差額金 △335 

繰延税金負債（固定）合計 △541 

(2）繰延税金負債の合計 △541 

繰延税金資産の純額 3,593 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率  40.3%

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目   0.9

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目

 
△3.4

住民税均等割  0.3

外国税額控除  △2.5

その他  0.7

試験研究費に係る法人税額の特

別控除等

 
△9.9

税務申告修正等  7.5

その他  0.7

税効果会計適用後の法人税

等の負担率

 
33.9

法定実効税率  40.3%

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目   1.0

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目

 
△5.5

住民税均等割  0.4

外国税額控除  △3.7

試験研究費に係る法人税額の特

別控除等

 
△5.3

評価性引当額の増加  6.8

税務申告修正等  △4.0

その他  0.3

税効果会計適用後の法人税

等の負担率

 
30.5
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(11）有価証券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

種類

前事業年度
（平成17年６月30日現在）

当事業年度
（平成18年６月30日現在）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

関連会社株式 473 1,147 674 473 1,476 1,002

(12）１株当たり情報

 
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１株当たり純資産額      1,279円90銭       1,385円42銭

１株当たり当期純利益   116円96銭      115円54銭

  　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日)

当事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当期純利益（百万円） 4,902 4,957

普通株主に帰属しない金額（百万円） 102 －

（うち利益処分による役員賞与金） (102） 　（－） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,800 4,957

期中平均株式数（千株） 41,039 42,904

(13）重要な後発事象

　　　　　該当事項はありません。
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7.役員の異動　
1. 代表者の異動（9月28日付）

 

代表取締役会長 中村　久三         （現　代表取締役社長）

 

代表取締役社長 諏訪　秀則         （現　代表取締役副社長）

 

2．その他の役員の異動

 

（１） 新任取締役候補（9月28日付）

 

取締役           五戸　成史 （現　第１半導体装置事業部長）　　

取締役　　　　　 末代　政輔 （現　第１FPD事業部長）

取締役　　　　　 小田木秀幸 （現　電子機器事業部長）

取締役　　　　　 平野　裕之 （現　調達センター長）

取締役　　　　　 山元　正年 （現　営業統括部長）　

取締役（社外）   宇治原　潔 （現　日本生命保険相互会社　常務取締役） 

なお、宇治原　潔氏は、会社法第2条第15号に規定する社外取締役であります。

 

（２） 退任予定取締役（9月28日付）

 

取締役　　　　　　小日向久治　（アルバックテクノ株式会社代表取締役社長に就任予定、9月7日付）

取締役  　　　　　中村　静雄　（アルバック機工株式会社代表取締役社長就任、6月27日付）

取締役　　　　　　天野　繁　　（アルバック東北株式会社専務取締役に就任予定、9月7日付）

取締役　　　　　　石崎　淳一　（日本リライアンス株式会社常務取締役就任、７月１日付）

取締役（社外）　　木村　光利 

 

（３） 昇格予定取締役（9月28日付）

専務取締役　　　　　山川　洋幸　（現　常務取締役　技術企画室長）

専務取締役　　　　　桜田　勇蔵　（現　常務取締役　半導体装置事業本部長）

専務取締役　　　　　常見　佳弘　（現　常務取締役　経営企画室長）

専務取締役　　　　　砂賀　芳雄　（現　常務取締役　FPD事業本部長）

常務取締役　　　　　福田  隆　　（現　取締役　財務部長）
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